
� 平成１９年５月１４日の改正消費生活用製品安全法の施行により、重大製品事故

報告・公表制度の運用が開始されて以来、５，６９１件（平成１９年度：１，１９０件、

平成２０年度：１，４１２件、平成２１年度：１，１７２件、平成２２年度：１，１４１件、

資料 ３

重大製品事故の受付・公表状況について（平成２４年２月末現在）重大製品事故の受付・公表状況について（平成２４年２月末現在）

平成２０年度：１，４１２件、平成２１年度：１，１７２件、平成２２年度：１，１４１件、

平成２３年度：１，０６２件）の重大製品事故を受け付けた。

死亡 重傷 火災 CO中毒 後遺

障害

計
（うち火災に
よる死亡）

（うち火災に
よる重傷）

ガス機器 49 (40) 59 (30) 818 35 0 961

石油機器 63 (57) 23 (18) 733 12 0 831

電気製品 62 (49) 157 (8) 2 821 4 2 3 046
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電気製品 62 (49) 157 (8) 2,821 4 2 3,046

その他 108 (1) 894 (6) 126 0 11 1,139

合 計 282 (147) 1,133 (62) 4,498 51 13 5,977

(注)平成21年8月31日までは経済産業省が受け付けたもの（3,047件）で、平成21年9月1日以降は、消費者庁が受け付けている。



� 処理件数 ５，９７７件 (平成２４年２月末までに報告を受け付けたもの）

� 重複報告、対象外（消安法の対象とする消費生活用製品に非該当、危害の内容が非該当）の案件を除

き全て公表（５，８９０件）(注1）

� 最終的には全ての重大製品事故について事故原因とともに事業者名、型式名を公表

� ただし、原因調査中のものは、当面、製品名と事故概要のみを公表（８３９件）

� 報告受付時の審査並びに調査の結果により製品事故には該当しないと判断された案件については、

第三者判定委員会でその妥当性を判定（２ ２１６件）第三者判定委員会でその妥当性を判定（２，２１６件） (注2）

事業者名・

型式公表

製品名、事故
概要のみ公表

（原因調査中）

製品事故には
非該当

製品事故には
非該当とみられ
る（今後、委員
会で妥当性を
判定する予定）

他省庁

送付案件

対象外 計

重大製品事故公表等処理状況

（注1）平成21年8月31日までは経済産業省が公表したもので、平成21年9月1日以降は、消費者庁が公表している。
（注2）平成23年度第４回委員会（消費者委員会との合同開催）終了時点
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判定する予定）

ガス機器 372 - 578 0 0 11 961

石油機器 517 - 308 0 0 6 831

電気製品 1,525 617 859 1 1 43 3,046

その他 364 222 471 1 54 27 1,139

合 計 2,778 839 2,216 24 55 87 5,977


